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研究成果の概要（和文）：１．米国社会における歴史認識問題について、①米国内の戦争の歴史認識（南北戦争
等）をめぐる議論状況、②日系および韓国・中国系米国人の東アジア歴史認識問題（慰安婦像建立や地図におけ
る東海表記など）について、議論を行った。
２．ユネスコの世界遺産委員会での負の歴史遺産をめぐる登録問題を、ユネスコ世界遺産委員会の「政治化」と
いう視点から捉える議論が紹介された。また、事例として、日本が明治日本の産業革命遺産を世界遺産として推
薦するプロセスについても紹介がなされた。世界遺産委員会への推薦を行う諮問委員会を認知共同体として捉え
ることが必要ではないかとの議論がなされた。

研究成果の概要（英文）：1．Historical perception on East Asian Hisotry held by ethnic groups in the 
United States were examined through the empirical studies of Comfort Women Issues and East Sea 
Expression in Geographical Map.  
2. UNESCO World Heiritage Committee were also examined through the concept of "politicization".  Our
 discussion suggested that Advisory Committee should be regarded as an "epistemic community" and the
  proposal process of "Meiji Industrial Revolution Heritage" to the UNESCO World Heritage Committee 
by the Japanese government was also examined as a case study.

研究分野： 国際関係論

キーワード： 歴史認識　東アジア　米国

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
１．東アジアの歴史認識問題については、多民族から構成される米国社会での日系、韓国系、中国系、そしてこ
れら以外の市民の反応を見ると、それぞれのエスニック・グループ間の相違が強調されがちだが、米国社会で
は、基本的にには米国社会における共通の価値観に基づき、慰安婦問題などを戦時性暴力の問題として認識する
姿勢が存在することに気づく。この点に、将来において歴史認識問題をめぐる対立を緩和していく方向が示唆さ
れているようにも思える。
２．ユネスコ世界遺産委員会では、専門的見解に基づく提案から乖離して決定がなされる「政治化」現象が強ま
っている。日韓の歴史認識をめぐる対立が「政治化」の傾向を強めることを危惧する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 日中韓の歴史認識問題は長く国家・国民間の関係改善に大きな障害となってきた。
しかし、日韓においては、第 1 期（2002 年から 2005 年）、第 2 期（2007 年から 2010
年）に分けて、日韓歴史共同研究が行われ、日韓それぞれの教科書について分析・意
見交換が行われ、歴史認識問題を少しでも解決していこうとする試みがなされた。そ
して、2015 年 12 月、慰安婦問題について、日韓外相会談において合意が成立した。
他方、日中間でも、歴史認識の共同研究について、2006 年、2007 年、2008 年の 3 回
にわたり、全体会合が開催された。 
 しかし、その後、日韓関係はむしろ悪化する。慰安婦問題について、外相会談で成
立した合意に基づき設置された和解・癒やし財団を解散するとの発表が 2018 年に行
われ、日本はこれに反発する。さらに、元徴用工遺族等による日本企業に対する損害
罪障請求について、2018 年、韓国・大法院は、旧朝鮮半島出身労働者の請求を認め、
日本企業に対し、慰謝料の支払いを命じる賠償を命じた。こうして、日韓関係は、戦
後最悪といわれる状況に陥る。 
 その後、日韓の歴史認識問題は、他のイシューにも波及する。徴用工問題を受けて、
日本政府は、韓国に対する輸出規制を行い、またホワイト国（輸出管理優遇国）から
除外する決定を行った。他方、日韓の歴史認識をめぐる対立は、米国や欧州において
も本格的に展開するようになる。性奴隷として働くことを強いられた女性を象徴する
ように見える、朝鮮半島、中国、フィリピンの少女 3 人像がサンフランシスコ市に設
置されると、大阪市はサンフランシスコ市に対して姉妹都市関係を解消する書簡を送
った。 
  
２．研究の目的 
 日中韓の歴史認識問題は複合化し、また国境を越えて展開していく。多民族から構
成される米国社会では、日中韓の歴史認識問題はどのように展開しているのだろうか。
米国における日系、中国系、韓国・朝鮮系のグループは、それぞれの本国における展
開と共鳴しながら進められているのか、それとも異なる様相を見せていくのか。また、
米国政府は、米国内での日中韓の歴史認識問題の展開に対して、いかなる対応をして
いるのだろうか。これらの点を明らかにすることが第 1 の目的である。 
 第２に、国際機関であるユネスコ・世界遺産委員会では、登録のための基準を設定
し、各国はこの基準を満たすと判断した候補を推薦し、専門家・団体等から構成され
る諮問機関で調査・審議が行われ、世界遺産委員会で最終審議・決定が行われる。こ
の世界遺産委員会での審議において、東アジアの歴史認識問題はいかなる影響を及ぼ
しているのだろうか。また、それはなぜだろうか。日本政府が推薦した明治日本の産



業革命遺産を事例として、これらの点を明らかにしたい。 
 
３．研究の方法 
 米国社会における日系、中国系、韓国・朝鮮系の歴史認識については、これらを研
究対象とする研究者・ジャーナリストによる報告に基づく研究会を開催するとともに、
米国での現地調査を行った。また、ユネスコ世界遺産委員会での審査については、世
界遺産委員会の公式資料等を分析した。 
 
４．研究成果 
 米国社会における韓国系市民の活動については、以下のように整理することができ
る。まず、東アジアの歴史認識問題をめぐり、韓国系市民は慰安婦問題に関して活動
を展開した。カリフォルニア州ロサンゼルス近隣のグランデール市における韓国慰安
婦像を象徴する少女像設置（2013 年７月）をめぐる過程について、研究会において外
部研究者により報告がなされた。この少女像は、米国西海岸の公共地（公園）におい
て初めて設置されたものである。こうした日韓歴史認識問題の米国社会への展開をめ
ぐり、米国では、戦前から米国で暮らしてきた日系市民と、戦後米国にいじゅうし、
長期滞在している、いわゆる新一世および米国に在住している日本人の間では、反応
は異なった。グランデール市議会公聴会などの分析に基づくと、後者では、少女像設
置に反対を表明する意見が強かったが、前者では、韓国系市民の主張に共鳴するもの
も少なくなかった。 
 米国では、慰安婦問題を戦時下の性暴力の問題として捉え、現在にも続く普遍的な
問題として認識する向きは強いものの、米国政府では日韓の歴史論争に巻き込まれる
ことを避けたいという意識も強かった。こうしたことから、上記の少女像設置問題は、
地方自治体における「表現の自由」を優先すべきか、それとも、米国連邦政府の視点
では日米関係という外交事項を配慮して行動すべきか、という問題としても捉えられ
た。 
 ただし、韓国系市民のこうした活動について、米国社会における韓国系市民は、慰
安婦問題を通じて、米国社会において他のマイノリティ・グループとの連携を強化し
ていこうとする側面があるとの指摘もなされた。 
 次に、東アジアの歴史認識問題をめぐる韓国系市民の活動として注目したのは、学
校教科書における地図での表記として、「日本海」について「東海」も併記することを
求めるものである。研究会では、2014 年、米国バージニア州議会下院において、教科
書で「東海」併記を定める法案が可決されたことに焦点を当てる報告がなされた。地
図における表記等をめぐる問題は日韓に限らないそこでは、米国社会における韓国系
市民による東海表記運動をもって、反日運動として理解することは早計ではないかと
の見方が紹介された。というのも、米国社会における韓国系市民は、歴史も浅く、影



響力もあまり強くないこともあり、東海併記運動は、米国社会での韓国系市民の存在
感および本国に対する存在感を誇示するという側面もあったのではないかと見るか
らである。慰安婦問題とともに東海表記問題も、米国社会で、韓国系市民が一致団結
しやすい事項であったと見る。 
 このように日中韓の歴史認識問題が米国社会で展開していった状況を日米関係、特
に日本政府と米国政府の対応に焦点を当て、分析する考察も行われた。そこでは、2001
年から 2016 年までの時期を分析対象とし、日本の真珠湾攻撃とアメリカの対日原爆
投下、そしていわゆる慰安婦と靖国神社をめぐる記憶の問題に焦点をあてられる。 
 2001 年 9 月 11 日、同時多発テロが起こると、奇襲攻撃と真珠湾を結びつけるブッ
シュ大統領の演説が行われ、世界貿易センター跡地について、広島・長崎を彷彿させ
るグランド・ゼロという表現が登場した。しかし、アメリカ政府は、小泉政権による
対テロ戦争でのアメリカへの協力を高く評価し、日米間の歴史問題が再燃することを
避けた。 
 しかし、2001 年に小泉政権が誕生し、小泉が首相の靖国神社参拝を繰り返すように
なると、2005 年以降、東アジアの歴史認識問題をめぐり、中国と韓国の日本政府への
反発が強くなった。特に日韓関係が紛糾してくると、アメリカ政府は事態を危惧し、
このことを日本政府に伝えた。 
 ただし、アメリカ政府の慰安婦に関する立場は靖国とは異なり明瞭で、この問題を
戦時下で軍隊による女性の人権に著しい侵害、女性に対する性暴力として認識してい
た。2007 年、米国下院において、日本政府に謝罪を求める決議案をめぐる審議が行わ
れた。この決議案はホンダ下院議員が提出したものであるが、審議の過程で原案に対
して、ラントス下院外交委員長―米下院で唯一のホロコーストの生存者であった―ら
が日米同盟の重要性を謳う文面を追加した。武田興欣氏による、この過程の分析を紹
介しながら、同盟国日本との関係を重視する文言も盛り込むことで、慰安婦問題で日
本を非難するのみの元々の決議案に反対、あるいは難色を示していた議員の賛成を取
りつけ、この追加が決議案の外交委員会と本会議通過にとり「決定的な意味」があっ
たと解釈している。 
 東アジアの歴史認識問題の国際的展開の場として、もう一つ注目したのは、ユネス
コが取り組む世界遺産事業である。この事業は世界遺産を保護するために 1972 年に
締結された条約に基づく。世界遺産として認定されるためには、顕著な普遍的価値
（Outstanding Universal Value）を有することが必要とされ、文化遺産については真
実性、完全性の条件を満たすことも必要とされる。 
 国際政治から見た場合、世界遺産に登録されることにいかなる意味があるのか。さ
まざまな見方はあるが、歴史認識をめぐり対立が見られるケースでは、該当するもの
が世界遺産として認定されると、あたかも推薦国が推薦理由とした意味付けをユネス
コ世界遺産委員会が公認したかのように扱われかねない点が論争を引き起こす要因



となっている。この点は、いわゆる負の遺産の場合に顕著となる。その理由は、第 1
に負の遺産においては、加害者・被害者という図式が提示されるからである。アウシ
ュビッツや原爆ドームの世界遺産登録には、推薦国自身の反省と人類への警鐘という
意味がもちろんあるが、後者の場合、アメリカは自国の行動の正当化を説明する必要
に迫られることに対して、また中国は日本が被害者意識を強くすることに対して、そ
れぞれ反発した。 
 第 2 に、世界遺産登録は選択的であり、網羅的でない。負の遺産に関して、被者・
国からは、他国におけるものは登録されながら、なぜ自身・自国のものは登録されな
いのか、という不満がでる。たとえば、政治犯収容所であったロベン島は南アフリカ
のネルソン・マンデラとも関係の深い遺産であり、世界遺産登録されたが、その他の
独立や人種差別との戦いの遺産は、どうなっているのかという疑問が提示される。 
 もとより、世界遺産の決定過程は、国家による世界遺産候補の推薦、専門家・団体
による審議、世界遺産委員会による審議・決定から成る。国際政治学でいう認識共同
体としての性格を有する諮問委員会（専門家・団体により構成）の審議を経るもので
ある。しかし、近年、この諮問委員会での審議を経た提案が、政府代表で構成される
世界遺産委員会において覆されるケースが増大しており、このことを世界遺産委員会
の「政治化」として批判する見解も登場している。 
 東アジアの歴史認識問題に関連して、日韓では、明治日本の産業革命遺産をめぐり、
対立が生じた。というのも、世界遺産登録の対象となった軍艦島では、朝鮮半島から
の連れてこられた人々に対する強制労働があったとして、韓国政府が批判した。議長
国ドイツの仲介で、日本政府が、この件について明確なる説明を施すことを条件とし
て日本政府と韓国政府の間で合意が成立し、2015 年、世界遺産登録が決定された。し
かし、その後の日本の対応に対して、説明が不十分として紛糾は続いた。こうしたな
かで、2022 年、戦時中に朝鮮人・韓国人に対する強制労働があったと韓国政府が主張
している佐渡島の金山を、日本政府は世界遺産登録候補として推薦することを決定し
た。 
 以上が、本研究プロジェクトの成果の一部である。 
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